
水道料金・下水道等使用料及び
受益者負担金について

資料２
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〇 前回(R3)の水道料金算定と現在の状況について
〇 前回(R3)の下水道使用料算定と現在の状況について

前回(R3)の水道料金算定と
現在の状況について
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給水収益

収入

水道事業決算 イメージ
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動力・薬品費

支払利息

減価償却費

人件費

委託費等

企業債
出資金

工事負担金

建設改良費

企業債
元金償還金

支出収入

資本的収支(税込)
(4条)

不足分

補填財源

修繕費

料金算定はこの収益的収支
がベースになっている。

現金支出を伴わない減価償
却費等で補填している

積立金

当期純利益
(資産維持費)

支出

収益的収支(税抜)
(3条)

※料金の算定に不要な収支は除く

実際の
支払い

その他収入

実際の
支払い

過去の実績及び社会経済情勢の推移に基づく合理的な給水需要予測と、これに対応する

施設計画を前提とし、誠実かつ能率的な経営に基づく営業費用＋水道事業の健全な運営を

確保するために必要とされる資本費用により算定

⇒ 総括原価方式

料金収入（給水収益） ＝ 総括原価

＝ 営業費用（イ）＋資本費用（ロ）ー控除額（ハ）

イ 営業費用・・・人件費、薬品費、動力費、修繕費、受水費、減価償却費

資産減耗費、その他営業費用

ロ 資本費用・・・支払利息、資産維持費

ハ 控 除 額・・・営業収益の額から給水収益を控除した額（その他の収益）
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公益社団法人日本水道協会では、「水道料金算定要領(以下「算定要領」という。)」

を定めており、本市では、この算定要領に基づき水道料金の算定を行っている。

水道料金の考え方

(ロ)資本費用 (イ)営業費用(ハ)控除額総括原価＝給水収益



給水収益
(料金収入)

収入

水道料金算定 イメージ
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動力・薬品費

支払利息

減価償却費

人件費

委託費等

修繕費

当期純利益
(資産維持費)

支出

収益的収支(税抜)
(3条)

※料金の算定に不要な収入は除く。

その他収入

(ロ)資本費用

(イ)営業費用

(ハ)控除額

総括原価＝給水収益
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(ロ)資本費用

(イ)営業費用(ハ)控除額

総括原価＝給水収益

費用の釣り合いを確認する。 (イ)営業費用

(ロ)資本費用

(ハ)控除額

給水収益

値上げのケース

水道料金算定

(イ)営業費用

(ロ)資本費用

(ハ)控除額

給水収益

値下げのケース

不足

過剰

※４年分のバランスを確認する。
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資産維持費の算定

資産維持費 (イ)対象資産 (ロ)資産維持率＝ ×

償却資産額の料金算定期間期首及び期末の平均残高とし、遊休資産を除くなど、

将来的にも維持すべきと判断される償却資産とする。

今後の更新・再構築を円滑に推進し、永続的な給水サービスの提供を確保できる

水準として３％を標準とし、各水道事業者の創設時期や施設の更新状況を勘案して

決定するものとする。

ただし、標準的な資産維持率により難いときは、各水道事業者における長期的な

施設整備・更新計画及び財政計画等を踏まえて計画的な自己資本の充実を図るため、

料金算定期間の期末における中間的な自己資本構成比率の目標を達成するための所

要額を資産維持費として計上できるものとする。

(イ)対象資産

(ロ)資産維持率
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資産維持率(標準)３％を採用した場合【昨年度(R3)料金算定】

（イ）営業費用

（ロ）資本費用

（ハ）控除額

給水収益

約１０億円

約２８３億円（現行収入）

約２６７億円

資産維持費 約７２億円

利息 約４億円

資産維持率
標準３％

不足額 ４９億円

１７．３％
料金値上げが必要

必要な収入 約３３２億円

４年間の収入と支出
を比べる

※端数処理により合計に差異が生じている。
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資産維持率(標準)３％を採用した場合の積立金の推移 【昨年度(R3)料金算定】

【億円】

積立金が１１年後に２００億円を超え、
過剰に積立てることになる。
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前回の資産維持率の検討

資産維持率 標準３％

水道料金１７．３％の値上げは、
市民生活に多大な影響。

積立金の推移は１１年後に、
２００億円を超える予測。

市民生活に影響の少ない水道料
金を据置いた場合の積立金の推
移を考慮する。

（料金を据置いた場合）

資産維持率 標準0.94％
給水収益（現在の料金）から算出した資産維持率で、

積立金（繰越財源）の推移を注視する。
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繰越財源（積立金等）の推移 【昨年度(R3)料金算定】

【億円】

４年間で大きく下げるが、令和１４年には
令和３年度と同水準まで回復していく。
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資産維持率３％で料金算定した場合 【今年度(R4)の料金算定】

（イ）営業費用

（ロ）資本費用

（ハ）控除額

給水収益

約１１億円
(令和３年度 約１０億円)

約２６２億円
(令和３年度 約２６７億円)

資産維持費 約７６億円
(令和3年度 約７２億円)

利息 約３億円
(令和3年度 約４億円)

資産維持率３％

４年間の収入と支出
を比べる

上段 ：令和４年度
(下段)：令和３年度

不足額 ４４億円

必要な収入 約３３０億円

約２８５億円（現行収入）

１５．８％
料金値上げが必要
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資産維持率３％で算定した場合の積立金の推移 【R3,R4比較】

※令和３年度の2020(R2)と令和4年度の2021(R3)の数値は、当該年度の繰越額を控除している。

積立金が１１年後に２００億円をこえ、
過剰に積立てることになる。

【億円】

14

料金を据え置きとした場合 【今年度(R4) 料金算定】

（イ）営業費用

（ロ）資本費用

（ハ）控除額

給水収益

約１１億円
(令和３年度 約１０億円)

約２８５億円
(令和３年度 約２８３億円)

約２６２億円
(令和３年度 約２６７億円)

資産維持費 約３１億円
(令和3年度 約２３億円)

利息 約３億円
(令和3年度 約４億円)

料金据え置いた場合
資産維持費率1.23%に相当

(令和３年度 約0.94%)

４年間の収入と
支出を比べる

上段 ：令和４年度
(下段)：令和３年度
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繰越財源（積立金等）の推移 【R3、R4比較】

【億円】

４年間で大きく下げるが、令和１４年には
令和３年度と同水準まで回復していく。

※令和３年度の2020(R2)と令和4年度の2021(R3)の数値は、当該年度の繰越額を控除している。
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前回(R3)の下水道使用料算定
と現在の状況について



長期前受金戻入

一般会計繰入金
（基準内）

下水道使用料

収入 支出

下水道事業 イメージ図
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収益的収支(税抜)
(3条)

企業債

国・県補助金
受益者負担金等

建設改良費

企業債
元金償還金

支出収入

資本的収支(税込)
(4条)

不足分

補填財源

現金支出を伴わない
減価償却費等で補填

出資金

減価償却費

支払利息

修繕費、処理場費、
動力費、委託費等

一般会計繰入金（基準外）

一般会計

使用料算定はこの
収益的収支がベー
スになっている。

実際の
支払い

実際の
支払い

資本費

維持管理費

※特別損益は除く
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１．使用料の基本的考え方

〇下水道事業の運営管理に係る経費のうち、私費で負担すべき経費(使用料対象経費)を

回収するために使用者から徴収するもの。

〇使用料対象経費の算定は、下水道管理運営費を算定した上で、使用料の対象とならない

経費等を控除して算出する。

【参考】

使用料見直しの必要性を判断する際の最も重要なベンチマークは、使用料水準が適切に

設定されているかを評価するための代表的な指標である「経費回収率」がある。

下水道法第２０条第１項及び第２項に基づき、公益社団法人日本下水道協会では、

２０１７（平成２９）年３月に「下水道使用料算定の基本的考え方」(以下「基本的考え方とい

う。)を発行した。

本市では、この基本的考え方を参考に下水道使用料の算定を行っている。

下水道使用料の考え方
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下水道使用料対象経費の考え方

下水道管理運営費
資本的収支 支出

（資本費・維持管理費）

下水道管理運営費
（汚水）

下水道管理運営費
（雨水）

下水道管理運営費
（汚水）

控除額ー

控除額・・一般会計繰入金(基準内)

長期前受金戻入

＝ 下水道使用料対象経費
（汚水処理経費）

※雨水の運営費は、一般会計の負担。

長期前受金戻入

一般会計繰入金
（基準内）

下水道使用料収入

収入 支出

下水道事業 イメージ図
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収益的収支(税抜)
(3条)

減価償却費

支払利息

修繕費、処理場費、
動力費、委託費等

一般会計繰入金（基準外）

控除額

下水道管理運営費(汚水)

使用料対象経費
（汚水処理経費）



経費回収率
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使用料対象経費
（汚水処理経費）

下水道使用料収入

経費回収率

経費回収率とは、使用料で回収すべき使用料対象経費（汚水処理経費）を使用料収入

で賄えているかどうかを示す指標。

この数値が１００％を下回っている場合、使用料で回収すべき汚水処理経費を全て使用料

で賄えていない状況を示す。
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今後４年間の経費回収率の推移【昨年度(R3)料金算定】

公共下水道は経費回収率100%であるが、特定環境保
全(湖南)公共下水道の維持管理費を湖南地区の使用料収
入で賄えないため経費回収率は100%にならない。



前回(R3)と今回(R4)の下水道使用料算定の比較
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【単位：億円】
上段 ：令和４年度
(下段)：令和３年度

2022年
（令和4年）

2023年
（令和5年）

2024年
（令和6年）

2025年
（令和7年）

2026年
（令和8年）

下水道管理運営費(汚水)
(69.8)

69.4
(65.6)

67.7
(64.4)

68.2
(65.1)

68.2

控除額
(25.7)

29.7
(24.3)

28.1
(24.7)

28.6
(23.2)

28.7

使用料対象経費
(40.2)

39.7
(40.2)

39.6
(40.2)

39.6
(40.2)

39.5

2022年
（令和4年）

2023年
（令和5年）

2024年
（令和6年）

2025年
（令和7年）

2026年
（令和8年）

下水道使用料収入
(39.5)

38.7
(39.5)

38.7
(39.5)

38.6
(39.6)

38.5

2022年
（令和4年）

2023年
（令和5年）

2024年
（令和6年）

2025年
（令和7年）

2026年
（令和8年）

経費回収率
(98.4%)

97.5%
(98.3%)

97.5%
(98.3%)

97.5%
(98.3%)

97.6%
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前回(R3)算定した経費回収率と今回(R4)算定の比較
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